
金額

課長 人 職員 人

係長 人

大変順調

順調

やや遅れ

遅れ

％

％

％

回8

順調
回 大変順調

順調
やや遅れ
遅れ100.0

11

危機管理対
応能力を向
上する

ＰＤＣＡチェックシート(平成23年度実績評価)

危機管理室

危機管理課
8,006 千円

千円平成23年度執行額 平成24年度当初予算額

事
業
名

事
業
費

前年度実績 【成果の状況】

― ％

―

実績
（達成率）

→目標

【Plan】計画　→

コ
ス
ト 4,960

指標（数値化できない場合は、目指している状態を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明と目標設定の考え方）

目
的

何を（誰を）
どのような
状態にした
いのか

千円

　本市の危機管理に関して統一的な組織・体制や対応要領を示し、危機に際して、迅速な対応
ができるよう、「北九州市危機管理基本指針」を策定しました。この基本指針に基づき、本市の
危機管理体制の充実・強化に向けて取り組みます。
【具体的な取り組み】想定される危機事象別の対応マニュアル整備・危機事案に関する知識や
対応要領等の研修や訓練の実施・想定される危機に関して専門的な知識や経験を有する専門
家、研究機関等との連携を図り、助言、指導等を受けられる体制を構築します。

代
表
的
な
成
果
指
標

危機管理対応能力の向上

危機管理個別マニュアルの整備を順次進め、あらゆる危機事案に対応
できる体制の強化に努めます。なお、危機管理対応能力を数値化するこ
とは困難と考えます。

前年度実績

活
動
計
画

平成22年度実施研修に加え、局長級、部課長級について、幹部として必要な危機管理研修を実施します。
また社会情勢や市内状況を踏まえた研修を職員に対して適宜行います。

（最終目標と目標年度）

回

指標（数値化できない場合は、活動内容を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明）

市職員を対象とした危機管理に関する研修の実施回数

　あらゆる危機に対して迅速な対応が可能となるよう、消防職員をはじめ
市全体の職員を対象として、消防局訓練研修センター及び総務市民局人
材育成・女性活躍推進課と連携を図りながら、研修を実施し、本市におけ
る統一的な危機管理体制づくりを推進します。

活
動
指
標

　あらゆる危機に対して迅速な対応が可能となるよう、消防職員をはじめ
市全体の職員を対象として訓練を実施し、本市における統一的な危機管
理体制づくりを推進します。

7

（最終目標と目標年度）

13

【Ａｃｔｉｏｎ】　　上記の評価結果と、予算要求時点までの事業の状況を踏まえて記入

【Ｃｈｅｃｋ】評価（分析）

人事異動等により危機管理に携わる職員が変われば、一時的な能力低下が生じる可能性もあります。そのため、危機管理個別マニュアルの更なる充実や、職員への継続
的な訓練や研修により、危機管理対応能力を常に向上させることが重要です。

以下、予算要求時に記入

見
直
し
状
況
等

２５年度についても職員への訓練・研修を継続して実施します。事業費は内部経費見直しによ
り減額となります。

危機管理個別マニュアルの整備を順次進め、あらゆる危機事案に対応できる
体制の強化に努めます。

　次年度の活動計画（見直し内容）

　課題

　その結果目指す成果（次年度の成果目標）

川邉

（備考）

人件費
の目安

15,450 担当局

担当課

課長名

0.30.8

0.4

【Do】実施　→　【Ｃｈｅｃｋ】評価

危機管理推進事業

訓練・研修等の実施を通じて知識や情報の
共有を図り、危機管理対応能力を向上するこ
とができました。

成
果
実
績

施策番号

Ⅱ-1-(4)-①

分
析
及
び
課
題
の
整
理

「経済性」
「効率性」
の分析

「同じ成果をより低いコストで」
「同じコストでより高い成果を」得
られないか。また、民間活力導
入による「経済性・効率性」の向
上はできないか。

　23年度は東日本大震災直後ということで、防災について高い啓発効果が期待できました。コスト面に関し
ては、必要最小限の人員で実施しており、経済性・効率性ともに高いと考えます。

【成果の状況】
【活動の状況】
を踏まえた分析

活動や成果は予定通りだったの
か、成果を得るための活動は有
効だったのかなど、分析し課題
を整理する。また、影響を及ぼし
た外的要因の分析も行う。

　職員異動が頻繁な各部署に対し、年度初め等に危機管理上必要な研修を実施できたので有効であったと
分析します。

市職員を対象とした危機管理に関する訓練の実施回数

実績
（達成率）

→

114.3
回

活動指標の実績を
参考に、活動の状
況をチェック

【活動の状況】

回7

不発弾等発見時に関する研修会の開催

目標

活
動
実
績

11 回

代表的な成果指標
の実績などを参考
に、成果の状況を
チェック

順調

危機管理室 1



金額

課長 人 職員 人

係長 人

大変順調

順調

やや遅れ

遅れ

％

％

実績
（達成率）

→

実績
（達成率）

→

―

― ％

目標

大変順調
順調
やや遅れ
遅れ

整備方針の
見直し

―

―

分
析
及
び
課
題
の
整
理

「経済性」
「効率性」
の分析

「同じ成果をより低いコストで」
「同じコストでより高い成果を」得
られないか。また、民間活力導
入による「経済性・効率性」の向
上はできないか。

「経済性・効率性」の向上を図るため、整備方針の見直しを行いました。また、効果の検証結果等を踏まえ、
更なる検討を行っています。

活動や成果は予定通りだったの
か、成果を得るための活動は有
効だったのかなど、分析し課題
を整理する。また、影響を及ぼし
た外的要因の分析も行う。

活動は予定どおり行いました。なお、効果の検証等については引き続き実施します。成果については、平成
２６年度の基礎整備完了に向け、計画を進めているところです。

平成２４年度は基本設計を実施します。屋外スピーカーの設置箇所の選定や調整に時間を要すると思われますが、平成２６年度の基礎整備完了に向け、事業を進めていき
ます。

基本計画を見直し、今後の整備方針及び整
備スケジュールを定めました。

活
動
実
績

【活動の状況】

％

【Ａｃｔｉｏｎ】　　上記の評価結果と、予算要求時点までの事業の状況を踏まえて記入

以下、予算要求時に記入

見
直
し
状
況
等

施策番号

Ⅱ-1-(4)-①

【Do】実施　→　【Ｃｈｅｃｋ】評価

【Ｃｈｅｃｋ】評価（分析）

災害時において、住民に迅速かつ的確に避難勧告等の情報を伝達することが重要であるた
め、地域住民に一斉に通報が可能で、災害に強い情報伝達手段である同報系防災行政無線
（住民に災害情報などの放送を行う屋外スピーカー）の整備を行うものです。

指標（数値化できない場合は、活動内容を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明）

前年度実績

同報系防災行政無線

川邉

（備考）

人件費
の目安

3,075 担当局

千円

平成23年度執行額 平成24年度当初予算額

0.2

平成２５年度に実施設計を行い、その後整備工事にかかります。
平成２６年度中に整備完了、平成２７年度当初の運用開始を目指します。

担当課

課長名

順調

整備方針の見直し

平成２６年度の基礎整備完了に向け、計画に沿って事業を進めていきます。
平成２５年度は、実施設計を行った後、整備工事に着手するため事業費は拡充となります。

　次年度の活動計画（見直し内容）

　課題

活動指標の実績を
参考に、活動の状
況をチェック

順調

東日本大震災を受け、屋外で他に伝達手段がなく、また予兆を掴み広報
する暇のない津波等突発災害の対応を第一に考え、整備を検討すること
としました。

　その結果目指す成果（次年度の成果目標）

【成果の状況】
【活動の状況】
を踏まえた分析

活
動
計
画

住民への避難勧告等の情報伝達のため、土砂災害、浸水、高潮などの危険区域や過去の災害の被災箇所
を優先して整備する必要があり、屋外スピーカー設置箇所選定に基づく基本計画の見直しを引き続き行い
ます。
また、八幡西区木屋瀬地区の２箇所に屋外スピーカーを設置し、社会実験を行い、その効果の検証を行い
ます。

（最終目標と目標年度）

代
表
的
な
成
果
指
標

災害情報を
住民に迅速
かつ一斉に
伝達する

活
動
指
標

同報系防災行政無線の整備に向け、基本計
画の見直しや効果の検証を行っています。

成
果
実
績

【成果の状況】

代表的な成果指標
の実績などを参考
に、成果の状況を
チェック

災害情報を住民に迅速かつ一斉に伝達する

（最終目標と目標年度）平成２６年度基礎整備完了

同報系防災行政無線を整備します。

目標前年度実績

【Plan】計画　→

コ
ス
ト 3,410

指標（数値化できない場合は、目指している状態を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明と目標設定の考え方）

目
的

何を（誰を）
どのような
状態にした
いのか

0.1

ＰＤＣＡチェックシート(平成23年度実績評価)

危機管理室

危機管理課
8,500 千円

千円

事
業
名

0.05

事
業
費

危機管理室 2



金額

課長 人 職員 人

係長 人

大変順調

順調

やや遅れ

遅れ

％

％

活
動
実
績

順調

→

114.3

大変順調
順調
やや遅れ
遅れ

8
団
体団

体

目標前年度実績

7
団
体

分
析
及
び
課
題
の
整
理

【Ｃｈｅｃｋ】評価（分析）

以下、予算要求時に記入

「同じ成果をより低いコストで」
「同じコストでより高い成果を」得
られないか。また、民間活力導
入による「経済性・効率性」の向
上はできないか。

　各協定に基づき、民間企業や大学等から人的・物的を含めたさまざまな支援を受けることから、さらなるコ
スト削減等は考えられず、経済性・効率性ともに高いと考えます。

活動や成果は予定通りだったの
か、成果を得るための活動は有
効だったのかなど、分析し課題
を整理する。また、影響を及ぼし
た外的要因の分析も行う。

　大規模（特殊）災害時における、マンパワー不足及び必要物資の不足、専門（技術）的な知識、ノウハウの
不足といった、これらの問題点の解決につながることから、有効性は高いと考えます。平成２３年度訓練研
修等を実施した結果、災害時における各機関の役割及び連携が確認でき、効果があったものと考えます。

順調

【成果の状況】

代表的な成果指標
の実績などを参考
に、成果の状況を
チェック

活動指標の実績を
参考に、活動の状
況をチェック

　各区防災訓練の他に、国民保護共同訓練
にも参加していただき、訓練を通して関係強
化に努めました。

【活動の状況】
実績

（達成率）

7

【Ａｃｔｉｏｎ】　　上記の評価結果と、予算要求時点までの事業の状況を踏まえて記入

【成果の状況】
【活動の状況】
を踏まえた分析

「経済性」
「効率性」
の分析

活
動
指
標

　災害時において、市と民間企業、大学等が連携し、迅速・的確に災害対
策及び避難者支援を実施するため、マニュアルの検証が必要と思われる
団体（物資１１社、ＮＢＣ３社２大学、電設１００社、自衛隊、九電、西部ガ
ス等）と、訓練・研修等を実施します。

訓練・研修実施団体数

指標（数値化できない場合は、活動内容を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明）

　次年度の活動計画（見直し内容）

　課題

　民間企業等と連携する場合として想定している状況は、行政の保有する防災能力では対応できない極めて稀な事態です。よって、日常的な通常業務を遂行していく中で、
民間企業や大学等と連携する機会は少ないのが実態です。よって、民間企業や大学等と合同で訓練や研修を企画・実施することで、密接な連携を取り、更なる関係強化を
図る必要があります。

見
直
し
状
況
等

　協定締結企業数や訓練計画等を勘案して、平成２５年は訓練を８団体と実施します。 　民間企業等との関係を強化し、市の災害対応能力を向上します。

　その結果目指す成果（次年度の成果目標）

活
動
計
画

　２３年度も民間企業と訓練等を実施し、連携強化に努めます。

（最終目標と目標年度）

―

％

→

％

実績
（達成率）

　災害時において、市と民間企業、大学等が連携し、迅速・的確に災害対策及び避難者支援を
行うための仕組みづくりを行います。
【具体的な取り組み】
　大規模(特殊）災害に備え、各防災協定等に基づく支援が、災害時においても速やかに且つ効
果的に行われるよう訓練・研修等を実施します。

前年度実績

―
（最終目標と目標年度）民間企業との訓練の継続実施

　民間企業と訓練や研修等を共同で実施し、官・民の連携を強化すること
で、北九州市の災害対応能力を向上させます。

目標

市の災害対
応能力の向
上

（備考）

0.5

0.3

0.2

【Plan】計画　→

　継続的に訓練や研修等を実施することで、
民間企業等との関係を強化し、市の災害対
応能力が向上しました。

成
果
実
績

【Do】実施　→　【Ｃｈｅｃｋ】評価

指標（数値化できない場合は、目指している状態を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明と目標設定の考え方）

目
的

千円

何を（誰を）
どのような
状態にした
いのか

代
表
的
な
成
果
指
標

民間企業等との連携強化に努め、市の災害対応能力向上に努める。

施策番号

Ⅱ-1-(4)-①

川邉

事
業
費

民間企業等と協同した地域防災体制

人件費
の目安

10,250 担当局

課長名

ＰＤＣＡチェックシート(平成23年度実績評価)

危機管理室

危機管理課
0 千円

千円

事
業
名

コ
ス
ト 0

平成24年度当初予算額

担当課

平成23年度執行額

危機管理室 3



金額

課長 人 職員 人

係長 人

大変順調

順調

やや遅れ

遅れ

％

％

→

実績
（達成率）

→

大変順調
順調
やや遅れ
遅れ

0

23

100.0

％―

0

23
セッ
ト18

セ
ット

避難者の
ニーズにあっ
た設備等の
充実

順調

―

【成果の状況】

代表的な成果指標
の実績などを参考
に、成果の状況を
チェック

ＰＤＣＡチェックシート(平成23年度実績評価)

危機管理室

危機管理課
766 千円

千円平成23年度執行額 平成24年度当初予算額

千円

事
業
名

活
動
計
画

２３年度は「避難所運営支援パッケージ」を配置した予定避難所に「目隠し用パネル」を配置（７箇所）しま
す。

（最終目標と目標年度）

代
表
的
な
成
果
指
標

避難所に避難した市民等への迅速・的確な対応

　災害が発生し、市民が避難所で生活して初めてその成果が検証できる
ので、今後代替指標を含め、成果を検証できる客観的指標を検討しま
す。

（最終目標と目標年度）

目
的

何を（誰を）
どのような
状態にした
いのか

コ
ス
ト

（備考）

人件費
の目安

10,250

【Do】実施　→　【Ｃｈｅｃｋ】評価

　避難所運営に有用な備品等を購入、計画
的に配置し、災害発生時に備えます。

成
果
実
績

【Plan】計画　→

実績
（達成率）

10
箇
所

事
業
費

目標

箇
所

　避難所に避難した市民等への迅速・的確な対応を図るため、予定避難所のうち、開設頻度の
高い小中学校等（３３箇所）と、各区役所（７箇所）へ、災害時に必要な物資を収めた「避難所運
営支援パッケージ」を計画的に配置します。また、平成２２年度からは、避難所におけるプライ
バシー保護の観点から、「避難所運営支援パッケージ」配置箇所に対して、順次「目隠し用パネ
ル」を配置します。

指標（数値化できない場合は、目指している状態を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明と目標設定の考え方）

前年度実績

　災害時、避難してきた被災者のプライバシーを保護するための「目隠し用パネル」の数が不足していると認識しています。

以下、予算要求時に記入

見
直
し
状
況
等

　平成２６年度まで計画的に「目隠し用パネル」を配置すると同時に、「避難所運営支援パッ
ケージ」の消耗品を計画的に補充していきます。事業費は微減となります。

　避難所運営に有用な備品等を購入、計画的に配置し、災害発生時に備えま
す。

　次年度の活動計画（見直し内容）

　課題

施策番号

Ⅱ-1-(4)-①

担当課

課長名

避難所運営支援

543

担当局

川邉

0.20.5

目隠し用パネル配置箇所数

分
析
及
び
課
題
の
整
理

「同じ成果をより低いコストで」
「同じコストでより高い成果を」得
られないか。また、民間活力導
入による「経済性・効率性」の向
上はできないか。

【成果の状況】
【活動の状況】
を踏まえた分析

活動や成果は予定通りだったの
か、成果を得るための活動は有
効だったのかなど、分析し課題
を整理する。また、影響を及ぼし
た外的要因の分析も行う。

「経済性」
「効率性」
の分析

　災害時、避難してきた被災者のプライバシーを保護するための「目隠し
用パネル」を事前に配置します。（予定避難所のうち開設頻度の高い小
中学校等（３３箇所・１０６セット）が対象。）

　その結果目指す成果（次年度の成果目標）

【Ａｃｔｉｏｎ】　　上記の評価結果と、予算要求時点までの事業の状況を踏まえて記入

【Ｃｈｅｃｋ】評価（分析）

活
動
指
標

目標指標（数値化できない場合は、活動内容を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明）

前年度実績

　避難所に防災用品等をまとめた「避難所運営支援パッケージ」を事前に
配置します。（予定避難所のうち開設頻度の高い小中学校等（３３箇所）と
各区役所（７箇所）が対象。なお２２年度で当初計画のとおり配置完了し
たもの。）２３年度は消耗品等の補充を実施しました。

避難所運営支援パッケージ配置箇所数

活
動
実
績

活動指標の実績を
参考に、活動の状
況をチェック

【活動の状況】

％

　過去の避難所開設実績等をふまえ、必要性が高いと考えられる小・中学校の体育館等に配置していること
からも、概ね効率的であり、経済性・効率性ともに高いと考えます。

　　予定避難所に避難した市民への迅速・的確な対応という面で、過去に発生した豪雨災害では「避難所運
営支援パッケージ」を配置している避難所を開設していること等から、有効性は高いと考えます。

順調

0.3

危機管理室 4



金額

課長 人 職員 人

係長 人

大変順調

順調

やや遅れ

遅れ

％

％

％

→

大変順調
順調
やや遅れ
遅れ

％

人

実績
（達成率）

―

7100

173.2
人

支援プランの
作成

41002850

千円 （備考）

人件費
の目安

ＰＤＣＡチェックシート(平成23年度実績評価)

事
業
名

災害時要援護者避難支援制度
施策番号

Ⅱ-1-(4)-①

危機管理課

課長名

0.1
事
業
費

平成23年度執行額 平成24年度当初予算額

千円

担当局

担当課

危機管理室

川邉

2,900

前年度実績

【Plan】計画　→

目
的

何を（誰を）
どのような
状態にした
いのか

災害時に特別な支援を要し、迅速・適切な行動を取ることができないと予想される高齢者、障害者等（災害時要援
護者）を災害から守り、又は被害を軽減するため、災害時要援護者の実態を把握し、情報を共有して、支援に必要
な具体的な情報（避難支援者、避難所、避難方法等）を記載した「支援プラン」を事前に作成する等、災害時要援護
者を支援する体制づくりを保健福祉局、消防局、区役所、市民防災会、民生委員、消防団、社会福祉協議会等とと
もに推進します。

673 3,500 千円
0.1

0.1

【Do】実施　→　【Ｃｈｅｃｋ】評価

コ
ス
ト

代表的な成果指標
の実績などを参考
に、成果の状況を
チェック

代
表
的
な
成
果
指
標

支援プランの作成

（最終目標と目標年度）

災害が発生するおそれがある場合、避難準備情報が発令された段階で
避難支援プランに基づき連絡することにより、支援者等による付き添いな
どを行い迅速かつ安全に避難することが出来ます。また、避難支援プラ
ンの必要はなくても早めの避難を呼びかける必要がある方に対しては情
報伝達プランにより早めの避難を促すことが出来ます。

目標指標（数値化できない場合は、目指している状態を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明と目標設定の考え方）

H２４年度実施予定分を前倒しして支援プラ
ンの作成を完了させたため、要援護者を安
全に避難させる体制が整いました。

成
果
実
績

【成果の状況】
実績

（達成率）
→

―

　その結果目指す成果（次年度の成果目標）

活
動
計
画

平成２３年度も引き続き避難支援プランの作成を行います。また、作成済の支援プランの更新を行います。
平成２３年度予定数：３７校区約4,100人

指標（数値化できない場合は、活動内容を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明）

前年度実績

活
動
指
標

事業実施計画に基づき、訪問調査を実施し、要援護者の支援プランを策
定します。

人

見
直
し
状
況
等

　次年度の活動計画（見直し内容）

分
析
及
び
課
題
の
整
理

【Ａｃｔｉｏｎ】　　上記の評価結果と、予算要求時点までの事業の状況を踏まえて記入

【成果の状況】
【活動の状況】
を踏まえた分析

活動や成果は予定通りだったの
か、成果を得るための活動は有
効だったのかなど、分析し課題
を整理する。また、影響を及ぼし
た外的要因の分析も行う。

当初計画を前倒しして事業を実施しました。ただし、支援者の確保が困難なため公助に頼らざるを得ない対
象者もいます。今後の課題として「自助・共助」を基本とする地域住民が主体となった支援づくりを目指し、地
域の見守り活動を活用した事業実施を行うために、民生委員や自治会等との連携を検討していく必要があ
ります。

以下、予算要求時に記入

平成２３年度までに完了した支援プランの更新、新たに対象となった方の支援プラン作成を行っ
ていきます。また、より実効性のある、「自助・共助」を基本とする地域住民が主体となった支援づ
くりを目指し、地域の見守り活動を活用した事業実施を行うために、民生委員や自治会等との連
携を検討します。

「自助・共助」を基本とする地域住民が主体となった、新しい支援づくりを目指し
ます。

概ね効率的であるが、システム導入による事業の効率化等、検討の余地があります。
民間活力導入については、同様の事業を地域主体で実施している自治体があります。事業実施主体につい
て、現時点においては防災・福祉部局等の関与が必要ではあるが、他の自治体の例も踏まえ、今後検討す
る必要があると考えます。

より実効性のある、「自助・共助」を基本とする地域住民が主体となった支援の仕組みを検討する必要があります。

「経済性」
「効率性」
の分析

「同じ成果をより低いコストで」
「同じコストでより高い成果を」得
られないか。また、民間活力導
入による「経済性・効率性」の向
上はできないか。

【Ｃｈｅｃｋ】評価（分析）

　課題

支援プラン作成のための調査対象者数

【活動の状況】

順調

活
動
実
績

平成２３年度の予定数に加え、平成２４年度
に予定していたものを合わせて約7,100人に
ついて調査を実施し、支援プランの作成を完
了しました。

目標

（最終目標と目標年度）

順調

活動指標の実績を
参考に、活動の状
況をチェック

危機管理室 5



金額

課長 人 職員 人

係長 人

大変順調

順調

やや遅れ

遅れ

％

％

大変順調
順調
やや遅れ
遅れ

活動指標の実績を
参考に、活動の状
況をチェック

実績
（達成率）

→

実績
（達成率）

→

人

％

2120

70.7

37

％

回

代表的な成果指標
の実績などを参考
に、成果の状況を
チェック

順調

分
析
及
び
課
題
の
整
理

「経済性」
「効率性」
の分析

「同じ成果をより低いコストで」
「同じコストでより高い成果を」得
られないか。また、民間活力導
入による「経済性・効率性」の向
上はできないか。

　DIGは地域の地図と筆記用具があれば行えること、さらに、地域に精通し且つ防災のプロである消防職員
を講師として派遣していることからも、経済性・効率性ともに高いと考えます。

【成果の状況】
【活動の状況】
を踏まえた分析

活動や成果は予定通りだったの
か、成果を得るための活動は有
効だったのかなど、分析し課題
を整理する。また、影響を及ぼし
た外的要因の分析も行う。

　訓練を通して地域の強みや弱みに気付けたことは、住民の防災意識の高揚につながったと思慮できるた
め、施策実現に効果があったと考えます。

代
表
的
な
成
果
指
標

　市民2000人に対してＤＩＧを実施し、更なる防災意識の普及啓発の方策を検
討します。

　回数で比較すると２２年度は３６回、２３年
は３７回と1回増加しています。参加総数とし
ては減少していますが、その分きめ細かい指
導が出来たと考えます。

目標

以下、予算要求時に記入

活
動
実
績

36 回

【Ａｃｔｉｏｎ】　　上記の評価結果と、予算要求時点までの事業の状況を踏まえて記入

【Ｃｈｅｃｋ】評価（分析）

順調

活
動
指
標

回

74.0
50

【Do】実施　→　【Ｃｈｅｃｋ】評価

施策番号

Ⅱ-1-(4)-①

川邉

（備考）

人件費
の目安

10,250 担当局

担当課

課長名

0.20.5

0.3

　次年度の活動計画（見直し内容）

　課題

　その結果目指す成果（次年度の成果目標）

指標（数値化できない場合は、活動内容を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明）

前年度実績

　地域（市民防災会）の住民を対象に消防職員によるＤＩＧを積極的に開
催し、地域の防災力の向上を図ります。

ＤＩＧ（住民参加型災害図上訓練）実施回数

　平成１７年度から市内各地域にＤＩＧを実施してきましたが、まだ未実施の校区が残っています。また、実施済みの校区については、継続的に実施していますが、回数及び
参加者数が減少傾向にあります。

【活動の状況】

見
直
し
状
況
等

　市内全校区での実施を目標とするとともに、継続的にＤＩＧを実施します。また次段階への展
開を図っていきます。事業費は微減となります。

成果の状況は下記のとおりです。

成
果
実
績

【成果の状況】目標前年度実績

活
動
計
画

　５０校区・地区でＤＩＧを実施するとともに、ＤＩＧの実施要領について次段階への展開を図っていきます。

（最終目標と目標年度）

千円

　市民防災会での活動や訓練等でDIGを実施することにより、地震や風水害、火災など市民生
活の安全を脅かす出来事が発生した時に、地域にどのような被害が発生し、どのような対応を
とればよいかなどを主体的に考える機会を提供し、「自主防災組織」としての災害対応能力の
向上を図ります。
※ＤＩＧとは・・・地域で大きな災害が発生した場合を想定し、地図への書き込みを通して、参加
者自身が地域の防災上の長所・短所を理解し、災害活動及び事前対策へのイメージを膨らま
すことが出来る住民参加型の災害図上訓練。

2265 人 3000 人

ＰＤＣＡチェックシート(平成23年度実績評価)

危機管理室

危機管理課
1,097 千円

事
業
費

DIG（住民参加型災害図上訓練）

千円平成23年度執行額 平成24年度当初予算額

事
業
名

ＤＩＧ（住民参加型災害図上訓練）参加者数

（最終目標と目標年度）地域住民の防災意識の向上

　地域（市民防災会）の住民を対象に消防職員によるＤＩＧを展開し、より
多くの方に参加していただき、地域の防災力の向上を図ります。

【Plan】計画　→

コ
ス
ト 522

指標（数値化できない場合は、目指している状態を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明と目標設定の考え方）

目
的

何を（誰を）
どのような
状態にした
いのか

危機管理室 6



金額

課長 人 職員 人

係長 人

大変順調

順調

やや遅れ

遅れ

％

％

活動指標の実績を
参考に、活動の状
況をチェック

→

実績
（達成率）

→

　平成２３年度は、若松区における訓練が荒
天中止となりましたが、多くの市民や関係機
関に参加していただいた事で、市民の防災
力向上や関係機関との連携強化に大きな効
果があったと考えます。

％

【活動の状況】

代表的な成果指標
の実績などを参考
に、成果の状況を
チェック

順調

回

実績
（達成率）

87.5

人

％

2523

315.4
1605 人 800

川邉

Ⅱ-1-(4)-①

ＰＤＣＡチェックシート(平成23年度実績評価)

危機管理室

事
業
名

防災訓練
施策番号

事
業
費

10,250

危機管理課

目
的

平成24年度当初予算額

2,023

（備考）

人件費
の目安千円

【Plan】計画　→

コ
ス
ト 2,983 千円

千円平成23年度執行額 担当局

担当課0.20.5

（最終目標と目標年度）

目標

前年度実績

人

指標（数値化できない場合は、目指している状態を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明と目標設定の考え方）

防災訓練参加人数

（最終目標と目標年度）地域住民等の防災意識の向上

　市防災訓練や各区における防災訓練を実施し、より多くの市民に参加
していただき、災害対応力の向上及び関係機関との連携体制の強化、住
民の防災意識の高揚を図ります。（１訓練につき１００名）

見
直
し
状
況
等 　防災訓練は、日常では当然に行える防災活動を、災害発生時というパニック状態において、

適切に行えることを最大の目的としています。よって、パターン化された訓練でも、今後も継続
して行うことに意義があるので、平成２５年度も市総合防災訓練及び区防災訓練を合計８回実
施します。事業費は微減となります。

　多数の市民（７区７００人を目標）に参加してもらい、防災意識の高揚を図り
ます。

　次年度の活動計画（見直し内容）

　課題

　その結果目指す成果（次年度の成果目標）

　過去、市総合防災訓練及び区防災訓練を継続的に実施してきましたが、訓練内容がパターン化しつつあり、型にはまった内容となる傾向にあります。

防災訓練実施回数

目標

  市内で発生するおそれのある地震や風水害等の災害に対して、市、物資・物流協定企業、道
路公社等関係機関、九電・西部ガス・ＮＴＴ等ライフライン機関、警察、海上保安庁、自衛隊及び
地域住民が一体となって、防災訓練を実施し、区役所等の災害対応力の強化、関係機関との
ネットワークの充実、市民の防災意識の高揚などを図り、災害時における被害の軽減に努めま
す。

【Do】実施　→　【Ｃｈｅｃｋ】評価

成果の状況は下記のとおりです。

活
動
計
画

課長名

何を（誰を）
どのような
状態にした
いのか

代
表
的
な
成
果
指
標

成
果
実
績

【成果の状況】

【Ａｃｔｉｏｎ】　　上記の評価結果と、予算要求時点までの事業の状況を踏まえて記入

【Ｃｈｅｃｋ】評価（分析）

活
動
指
標

以下、予算要求時に記入

指標（数値化できない場合は、活動内容を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明）

前年度実績

　市防災訓練や各区における防災訓練を実施し、災害対応力の向上及
び関係機関との連携体制の強化、住民の防災意識の高揚を図ります。

順調

大変順調
順調
やや遅れ
遅れ

回

　各区において防災訓練を実施するとともに、協定締結先とも訓練を実施します。また２３年度は国及び県と
共同で国民保護共同訓練を実施します。

6 回

活
動
実
績

7
8

分
析
及
び
課
題
の
整
理

「経済性」
「効率性」
の分析

「同じ成果をより低いコストで」
「同じコストでより高い成果を」得
られないか。また、民間活力導
入による「経済性・効率性」の向
上はできないか。

　実効性のある防災訓練という視点から、シナリオに基づいた実動訓練だけでなく、より効果的なシナリオを
オープンにしないブラインド型の図上訓練を実施する等、訓練のあり方や手法について改良を重ねており、
経済性･効率性ともに高いと考えます。

【成果の状況】
【活動の状況】
を踏まえた分析

活動や成果は予定通りだったの
か、成果を得るための活動は有
効だったのかなど、分析し課題
を整理する。また、影響を及ぼし
た外的要因の分析も行う。

　訓練を通して、災害対応力の向上及び関係機関との連携体制が強化され、住民の防災意識についても高
揚を図ることができたと思慮できるため、施策の実現に効果があったと考えます。

0.3
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金額

課長 人 職員 人

係長 人

大変順調

順調

やや遅れ

遅れ

％

％

活動指標の実績を
参考に、活動の状
況をチェック

【活動の状況】→

0.2

【成果の状況】
実績

（達成率）
→

代表的な成果指標
の実績などを参考
に、成果の状況を
チェック

7 回

　地域に居住する中学生に対してＤＩＧ（Ｊ－ＤＩＧ）を実施し、若年層の防災教育の充実強化を推
進するとともに、将来の防災リーダーの育成を図ります。
※DIGとは・・・地域で大きな災害が発生した場合を想定し、地図への書込みを通して、参加者
自身が地域の防災上の長所・短所を理解し、災害活動及び事前対策へのイメージを膨らますこ
とが出来る住民参加型の災害図上訓練。

全中学校に対しＪ－ＤＩＧの実施希望調査を行い、実施希望のある中学校に対しＤＩＧを実施します。

何を（誰を）
どのような
状態にした
いのか

回

500

回

％

実績
（達成率）

活
動
実
績

50.0

5

454

90.8

順調

人

％

　Ｊ－ＤＩＧに対する生徒の反応や感想も良好であること、さらに、まちの危険箇所を知ることができる等、災
害から身を守り、生き抜く力を育成する若年層の防災教育という観点から有効性は高いと考えます。

順調

大変順調
順調
やや遅れ
遅れ

【Ｃｈｅｃｋ】評価（分析）

活
動
指
標

目標前年度実績

10

【Ａｃｔｉｏｎ】　　上記の評価結果と、予算要求時点までの事業の状況を踏まえて記入

以下、予算要求時に記入

指標（数値化できない場合は、活動内容を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明）

　平成２３年度は、全中学校に対して実施希望調査を行い、実施希望の
あった中学校に対してＤＩＧを実施します。

分
析
及
び
課
題
の
整
理

「経済性」
「効率性」
の分析

「同じ成果をより低いコストで」
「同じコストでより高い成果を」得
られないか。また、民間活力導
入による「経済性・効率性」の向
上はできないか。

　Ｊ－ＤＩＧは実施する学校周辺の地図と筆記用具があれば行えること、さらに、地域に精通し且つ防災のプ
ロである消防職員を講師として派遣していることからも、経済性・効率性ともに高いと考えます。

【成果の状況】
【活動の状況】
を踏まえた分析

活動や成果は予定通りだったの
か、成果を得るための活動は有
効だったのかなど、分析し課題
を整理する。また、影響を及ぼし
た外的要因の分析も行う。

J-DIGの実施回数

（最終目標と目標年度）

J-DIGの参加者数

（最終目標と目標年度）地域防災力の向上

　平成２３年度は、全中学校に対して実施希望調査を行い、実施希望の
あった５校に対してＤＩＧを実施しました。

667 人

川邉

（備考）

人件費
の目安

10,250 担当局

0.5

千円

【Do】実施　→　【Ｃｈｅｃｋ】評価

成果の状況は下記のとおりです。

成
果
実
績

見
直
し
状
況
等

　実施実績のある中学校に偏りがみられますが、参加する生徒は毎年異なるので、成果は充
分にあります。よって、平成２５年度もＪ－ＤＩＧを希望する中学校に対し、丁寧な防災教育を行
い、中学生の防災意識の高揚を図ります。事業費は微減となります。

平成２５年度は、１０校（５００人）における実施を目標とします。

　次年度の活動計画（見直し内容）

　課題

　その結果目指す成果（次年度の成果目標）

　実施希望調査を経て実施するため、Ｊ－ＤＩＧを希望する中学校に偏りが見られるので、更なる普及が必要と認識しています。

活
動
計
画

平成24年度当初予算額

人

事
業
費

目標前年度実績

【Plan】計画　→

コ
ス
ト 522

0.3

ＰＤＣＡチェックシート(平成23年度実績評価)

危機管理室

危機管理課
1,097 千円

担当課

課長名

施策番号

Ⅱ-1-(4)-①

平成23年度執行額

指標（数値化できない場合は、目指している状態を文章で記載）
（上段：指標名　下段：指標の説明と目標設定の考え方）

目
的

事
業
名

代
表
的
な
成
果
指
標

将来の地域防災リーダー育成

千円
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